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ーシンガポールで働く現地採用日本人女性を対象に－
中澤高志＊・由井義通*＊・神谷浩夫**＊・木下礼子***＊・武田祐子…*＊
(軌大分大学経済学部､戦車広島大学教育学研究科,…金沢大学文学部,準…神奈川県立和泉高,塗…率首都大学東京都市環境科学研究科）
本稿では，日本的な規範や価値観との関係において，シンガポールで働く日本人女性の海外就職の要因，
仕事と日常生活，将来展望を分析する彼女たちは，言語環境や生活条件が相対的に良く，かつ移住の実現
性が高いことから，シンガポールを移住先に選んでいる．シンガポールでの主な職場は日系企業であり，日
本と同様の仕事をしている．彼女たちは，日本においては他者への気遣いが必要とされることに対する抵抗
感を語る一方で，日本企業のサービスの優秀さを評価し，職場では自ら日本人特有の気配りを発揮する．結
婚規範の根強さは，海外就職のプッシュ要因となる可能性があるが，対象者の語りからは，こうした規範を
むしろ受け入れる姿勢も読み取れる．彼女たちは，これら「日本的なもの」それ自体というよりは，それを
強制されていると感じることを忌避すると考えられⅢ海外就職はこうした強制力から心理的に逃れる手段で
あると理解できる．日本の生活習慣や交友関係のあり方は，むしろ海外での生活でも積極的に維持される．
キーワード：シンガポール，日本人女性，海外就職，現地採用
ｔｉｏｎに関する研究の－支脈と位置づけられる．高
Ｉはじめに
度熟練労働者の国際移動は，人口移動研究の中でも
1．問題の所在近年特に高い関心を集めている分野である．それは，
1990年代以降，海外で働くことを選ぶ日本人女高度熟練国際移動が，世界都市のネットワークを作
性が増加した．海外に職を求める女性，とりわけ高り上げ，グローバルなフローの空間spaceｏｆ
学歴でホワイトカラー職や専門技術職に就く女性のflowsを成り立たせている根元的な要素の一つで
増加は，日本に限ったことではない．欧米では，こあると考えられているからである（ノックス・テイ
のような女性の国際移動を対象とした研究が増えてラー1997；Castells2000)．地理学における高度
きているl)．それらの研究は，女性の国際移動を量熟練国際移動に関する研究は，1980年代後半に欧
的に把握することよりも，女性による国際移動の経米で本格的な取組みが始まり4)，1990年代に入っ
験そのものを研究の俎上に載せ，これを質的に分析て発展して以降，現在に至るまでかなりの研究が蓄
することに重きを置いている．本稿は，そのような積されてきた5)．
研究潮流を踏まえ，シンガポールで働く日本人女性しかし従来の研究は，海外に移動した高度熟練労
に対するインタビュー調査に基づき，彼女たちがな働者が移動先でいかなる日常生活を送っており，そ
ぜ海外就職2〕を決意したのか，彼女たちがシンガのような経験が移動者本人にとってどのような意味
ポールで経験する日常生活はいかなるものか，彼女を持つのかについて，十分な理解をもたらしてくれ
たちがどのような将来展望を持っているのかを明らるものではなかった（KofmanandRaghuram
かにする．2005)．というのも，従来の研究では，グローバル
高学歴でホワイトカラー職や専門技術職に就く女化という言葉で表現される一般的なプロセスに関心
性を対象にした国際移動の研究は，高度熟練労働者が向けられていたために，高度熟練国際移動の増加
の国際移動3）highlyskilledintemationalmigra‐ とそれに伴う外国人人口の増加は，そのようなブロ
ー９５－
対象とする場合には，移動者にとって海外移住がい
かなる意味を持つのかを，ライフコースに即して分
析する意義が高まる．こうした事情から，女性の高
度熟練国際移動に関する研究の多くは，移動に際し
ての意思決定プロセスや，移動者によって主観的に
とらえられた移動先の国・地域での仕事や生活を，
インタビューなどによって質的に把握することを目
標としてきたのである．また，それは，従来の量的
分析偏重を反省し，移動者の主観に踏み込んだ質的
分析の積極的な導入を図ろうとする人口地理学の流
れ（FindlayandGrahaml991；Halfacreeand
Boylel993；McKendrickl999；McHugh2000）
にも通底している．
本稿もまた，シンガポールで働く日本人女性に対
するインタビュー調査に基づき，これまでの高度熟
練国際移動に関する研究が抱えてきた上述の問題点
を多少なりとも乗り越え，近年活発化しつつある女
性の高度熟練国際移動に関する研究の発展に寄与す
ることを目的としている．実証研究に先立ち，Ｉの
２では，日本人女性の海外移住者がどの程度存在す
セスの進展を把握することができる指標の一つとし
て分析されることが多かったからである（Kofman
2000)．国際移動それ自体に関する理解を深めるた
めには，グローバル化を象徴する現象であるという
理由から国際移動を分析するという姿勢では不十分
である．海外に移住し，そこで仕事や生活をするこ
との経験が，移動者本人にとっていかなる意味を持
つのかを分析することが求められる（Yeohand
Khool998)．また，それを実現するためには，移
動者本人のライフコースの中に国際移動の経験を位
置づけた分析が必要となる．
従来の高度熟練国際移動研究が抱えていた問題点
として，研究対象が男性に偏っていたことも指摘さ
れている（Kofman2000；KofmanandRaghu
ram2006lKofman（2000）は，高度熟練国際移
動の研究における女･性の不在についても，研究者の
関心がグローバル化や世界都市の形成といった一般
的なプロセスに向けられがちであったことを原因と
みている．従来の研究では，多国籍企業内部での海
外転勤，とりわけ組織の上層に位置する高度熟練労
働者の移動が，グローバル化や世界都市形成を特徴一るのかを概観した後，現代における日本人女性の海
づける現象として，主な研究対象となってきた外就職に関する研究を紹介し，その到達点を確認す
(Saltl988；Beaverstockl99L1996a,b)．しかしろ.それを踏まえて,本稿の独自の意義を提示したい．
女性は，高度熟練労働者の範鴫に属していても，多
国籍企業内部での転勤によって国際移動をする者は２．日本人女性の海外就職に関する研究
きわめて少ない6)．そのため，多国籍企業の展開を1985年に約48万人であった海外在留日本人数は，
グローバル化の第一義的な動因とみなし，その一環2005年にはじめて100万人を突破した７１海外在
として高度熟練国際移動を扱っている限りでは，女留日本人は，永住者と長期滞在者に分けられるが，
性は研究対象から抜け落ちてしまいがちになる長期滞在者については，職業8)の内訳と，当事者
男性の随伴移動者としてではなく，主体的な意思（海外在留邦人数調査統計の用語では本人）として
決定によって海外への移動を行う女性は，すで|こか海外に来ているのか，あるいは同居家族であるのか
なりの数に達しているこうした女I性の場合，よりが把握できる．これによれば，男'性364,965人の
高い賃金を求めてといった経済的理由から移動を決７８．４％は本人であるのに対し，女性336,967人の
意することは少なく，主として心理的な要因が移動うち，本人は47.1％にとどまる．しかも本人であ
の背景にあることが指摘されている（ThangetaLる女性158,825人のうち，５１．１％は留学生・研究
2002)．そのため，女性の高度熟練国際移動を研究者・教師であり，民間企業関係者は15.9％にあた
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係者の日本人女性数はほとんど変化しておらず，上
海での現地採用日本人の労働市場は調整局面を迎え
ているようである．
シンガポールで働く日本人女性は，香港就職ブー
ムが一段落した1990年代の後半から増加が顕著に
なった．香港の景気が低迷する中で，シンガポール
は「米国などに比べ就労ビザが取りやすく，生活環
境も良い『アジアの英語圏｣｣12）として脚光を浴び
た．民間企業関係者の日本人女性（本人）の数は，
2003年に上海に抜かれたが，多少の増減を繰り返
しながら，現在も増加基調にある．2005年現在で，
シンガポールにおける民間企業関係者の日本人女性
の数は1,200人を超えており，日本人女性の主要な
海外就職先としての地歩を固めたといえる．
以上を踏まえ，日本人女性の海外就職を対象とし
た研究を紹介するSakai（2004）は，海外で働く
日本人女性に関する初期の研究結果といえる．この
研究は主として1992年と1994年にロンドンの日系
銀行で行った調査に基づいたものである彼女によ
れば，男性駐在員は海外でも日本人かつエリートと
いうアイデンティティを持って，日本人社会に帰属
し続けている．一方現地採用の女性は，日本で直面
した仕事面，家族面での個人的な危機，あるいは曰
本社会への嫌悪感から，ロンドンに新天地を求めて
渡ってきている．しかし彼女たちは，仕事とプライ
ベートの両面において，ロンドンでの生活に幻滅さ
せられており，イギリス社会と日本社会との間での
アイデンティティの揺らぎにも直面していた．
Sakai（2004）では，こうした日本人女性の心理的
なプロセスは克明に記されているものの，彼女たち
の仕事や生活の具体像はあまり明らかにされない．
1990年代半ばに香港に渡った日本人の多くは，
20歳代から３０歳代の女性であった．酒井千絵の一
連の研究は，こうした者達を対象にしたインタビュ
ー調査に基づいている（酒井1998a,ｂ，2000)．彼
女は，香港で働く日本人女性にとって，海外で働く
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図１シンガポール，上海，香港で働く民間企業関
係者の日本人女性数の推移
（海外在留邦人数統計により作成)．
FiglNumberofJapanesewomenemployed
byprivatecompaniesinthreeAsian
mega-cities
る25,238人にすぎない．それでも，その数は年々
増加しており9)，その増加はアジアで顕著である．
1990年の時点では，本人かつ民間企業関係者のア
ジア在留日本人女性は526人であったが，2005年
にはそれが11,389人になった10)．
曰本人女性の海外就職の増加を先駆けた香港，近
年海外就職先としての重要度を急速に増している上
海との比較で，シンガポールにおける本人かつ民間
企業関係者の日本人女性数の推移をみる（図1)．
中国への返還を控えた好景気の中で，香港で働く日
本人女性は1990年代半ばに急増した．しかしこの
ブームは，長くは続かなかった．1997年の中国返
還とともに，香港の景気が低迷を迎えたからである．
1990年代の後半以降，香港で働く日本人女性はほ
とんど増加せず，現在に至るまで1,500～1,600人
で推移している．
2000年以降，かつての香港を思わせるブームを
迎えたのが上海である．2000年以降，上海で働く
民間企業関係者の日本人女性は急増した．しかし日
本語に堪能な中国人が増えてきたことや，あまりに
多くの日本人が上海を目指したことで，上海におけ
る日本人の賃金は値崩れを起こしているという１１)．
2004年から2005年にかけて，上海での民間企業関
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ステレオタイプ化された二元論にとらわれずに，自
ら選び取った新しいライフスタイル・ライフコース
のあり方を意味している．
本稿では，シンガポールで働く日本人女性を対象
に，彼女たちがなぜ海外就職を決意したのか，シン
ガポールでの就業や日常生活をどのように意味づけ
ているのか，どのような将来展望を抱いているのか
などについて考察する．こうした試みは，Thang
らの一連の研究でもなされている．本稿を特徴づけ
る分析視角は，「日本的なもの」との関係において，
シンガポールで働く日本人女性の経験を理解するこ
とにある．ここでいう「日本的なもの」とは，日本
の文化的・社会的規範や価値観，日本の生活習慣な
ど，日本的と形容されて語られ，日本人としてのア
０
イデンティティを構成すると考えられる事象を包括
的に指す概念である．
本稿の対象者は，海外就職を希望し，自らの意思
でそれを実現した女性たちである．しかし彼女たち
は，日本の生活習慣や価値観を捨てて，シンガポー
ル社会に同化しようとしているわけではない．本稿
の対象者の一部は，海外就職を決意する一因として，
日本の職場や日本社会のあり方に対する違和感を挙
げた．しかし彼女たちも，日本の文化的・社会的規
範から自由ではなかった．つまり，海外就職を「日
本的なもの」から逃れるための手段と位置づけてい
る人にとってすら，物理的に日本という領域を離れ
てシンガポールに移住する行為は，「日本的なもの」
から心理的な距離を置くことに必ずしもつながって
いない．彼女たちが意識的に，あるいは無意識のう
ちにとっている「日本的なもの」に対する立ち位置
を明らかにすることによって，こうしたある種の矛
盾を明らかにすることが，本稿の独自の意義である．
こうした分析は，ＴｈａｎｇｅｔａＬ（2002）が掲げた，
日本人女性の「国際化」の経験と寄与のあり方が，
駐在員に代表される男性とどのように異なっている
のかという問いに答えることにつながるであろう．
ことが日本におけるジェンダー規範からの解放を意
味していると述べる（酒井1998a)．そして，海外
就職者のように，国籍などの形で移動元社会（この
場合日本）への帰属を確保したまま，国境を越えた
移動を繰り返す人々を，境界内部に外部とは異なる
安定した均質性を持つという国民国家の前提を問い
直す存在であるととらえている13)．酒井の研究に
共通する視点は，国民国家の前提とする確固とした
境界と内部での均質性や，ジェンダー規範の背後に
あるセクシズムといった本質主義的な視点を批判し，
そのような見方が措定する自明の境界（国境や性
差）を問い直す存在として，海外移住を位置づけて
いることであると思われる
本稿の対象である，シンガポールで働く日本人女
性に関しても，すでにThangらによる研究が得ら
れている（ThangetaL2002,2004,2006)．Thang
etaL（2002）は，現地採用の日本人女性の属性や
シンガポールに来た理由を整理するとともに，彼女
たちの国際化の経験や寄与のあり方が，企業内の人
事異動という組織の論理に従って移住してきた日本
人男性とどのように異なっているのかという観点か
ら分析を試みている．得られた知見は「仕事上の流
動性と地理的流動性｣，「生活の質｣，「異文化との出
会い｣，「自分探しのプロセス」に整理されている．
とりわけ，「自分探しのプロセス」において，日本
人女性たちがシンガポールでの生活を通じて，自ら
が日本人であることを再認識していると述べられて
いるのが興味深い．Thangetal.（2004）では，海
外で働くことを，日本においてライフコースに関わ
る文化的・社会的規範（たとえば結婚適齢期規範な
ど）が強いことに対する抵抗ととらえているその
こととの関連で，ＴｈａｎｇｅｔａＬ（2006）では，日本
人女性がシンガポールで働くことを決意する動機と
して，「自分の空間」という概念枠組を導入してい
る．「自分の空間」とは，シンガポールで働く日本
人女性が，専業主婦かキャリア・ウーマンかという
－９８－
同時に，酒井（1998a,b,2000）の主張と関わって，
海外就職が，内部の均質性を前提とする国民国家や，
ジェンダー規範を支える本質主義的な基盤に異議申
立てをする行為として，どのような意味を持ってい
るのかを検討する材料ともなるはずである．
調査対象者は，調査する側のポジショナリティに応
じて，意図的に，あるいは無意識のうちに，海外就
職のどの側面を中心に語るかを変えている可能性が
あるしたがって，調査者である筆者らと調査対象
である女性たちの関係性（同じ日本人であること，
研究者と調査対象，男性／女性，年齢差など）ゆえ
に，言いにくいことや取り繕う部分も出てくるであ
ろうし，逆にこうした関係性であるからこそいえる
こともあるであろう．
これは，優れた先行研究であるThangらの研究
にもいえることである．彼女らの研究は，シンガポ
ール人およびシンガポールに生活基盤を持つ女性研
究者による研究として読まれるべき部分を有してい
るはずである．もとより，ライフコースの中で海外
就職の持つ意味は多面的であり，仮にそれを実行し
ている本人が望んだとしても，その全体像を体系的
に語ることができるわけではないであろう．それゆ
え，海外就職の多面性を十分に理解するためには，
ポジショナリティを異にする研究者による知見を蓄
積することが不可欠であると考える．
研究グループ全体では，５８人の現地採用の日本
人女性にインタビューを実施した．研究グループの
メンバーは，年齢，性別，配偶関係などがそれぞれ
異なる．そのため，対象者との関係性は調査者ごと
に異なり，調査結果の解釈にもぶれが生じるおそれ
がある．本稿では調査者のポジショナリティと分析
の視座を安定させるため，筆頭筆者17)が調査の場
に居合わせ，詳細なインタビュー記録を参照するこ
とができる２６人を主な分析対象とする．
２６人の日本人女性対象者のうち，１０人は20歳代
後半，９人は30歳代前半であり，19人は未婚者で
ある（表1)．いずれの人材紹介会社でも，この年
齢層の未婚者が利用者の中心である．シンガポール
での勤務年数が５年を超えていると答えた者は５人
しかおらず，１８人は来星18)３年以下と答えている．
1990年代の後半以降，シンガポールで働く日本人
３．調査と対象者の概要
筆者らは，2006年３，７，８月および2007年３月
に，シンガポールで働く日本人に対して，主として
彼女たちの職場で１時間程度のインタビュー調査を
実施した．インタビューの一部は，フォーカス．グ
ループ゛インタビューの形式で行われた14)．調査
対象者の選定は，以下のような手順で行われた．ま
ず，シンガポールに事業所を持つ企業に対して
ＦＡＸやＥメールを送り，そこで働く現地採用の日
本人女性に対する調査を依頼した'5)．シンガポー
ル日本商工会議所や自治体のシンガポール事務所に
も，調査を受け入れてくれる企業の紹介を依頼した．
これに加え，各地の県人会や個人的なってを通じて，
直接シンガポールで働く日本人女性に調査をお願い
した場合もある．したがって本稿の調査対象者は，
統計的な手続きに基づいて選定されてはいない．
インタビューが対象者の職場で行われた場合には，
可能な限り日本人の人事担当者（多くの場合男性）
にもインタビューし，日本人女性を採用する際に重
視する点や採用動向，シンガポール人との代替可能
性などを尋ねた．現地採用の日本人女性のほとんど
は，人材紹介会社を通じて就職先を見つけている．
そこで，日本人女性の人材紹介に力を入れている人
材紹介会社５社16)に対しても，日本人現地採用の
動向や応募者の典型的な属性などについて尋ねるイ
ンタビュー調査を実施した．
分析を進めるにあたって注意すべき点として，こ
の調査は，日本人であり日本に生活の基盤を持つ研
究者によって，シンガポールで働く日本人女性を対
象にして，対面形式で行われたことを指摘しておく．
－９９－
表１対象者の属性
TablelAttributesofinterviewees
出lUz江（呂栗j→曰卒:舌二二種
商亘「宣鑓．）lY引哩
目貫Ｋの至り今
宣（邪樹)→外宮系医橘[織器→教育（賞逵
シンガポール勤務年,日本勤務年は，端数はすべて０５としてある．1,26以外は日系企業および日本の組織に勤務．
竃(J）は配偶者が日本人，（S）は配偶者がシンガポール人であることを示す－…資金が貯まると長期の海外旅行に出るとい
った生活をしていたので不明．
（インタビューにより作成)．
女性は着実に増えているにもかかわらず，シンガポ賞していない．対象者には，日本国内で転職を経験
一ルでの滞在年数が短期に偏っている背景には，来した者が１３人いる．いずれの人材紹介会社のコン
星して一定の期間が過ぎるとかなりの者が日本に帰サルタントも，海外就職希望者には日本国内で転職
国したり，第三国に移動したりすることによると恩を経験した者が多く，来星後の転職も少なくないと
われる．これについては，統計等で検証することはの印象を持っていた．
できないが，インタビューをした人材紹介会社や曰日本人女性の海外就職の増加が顕著になった
本人女性の多くも，同様の認識を持っていた．1990年代半ばは，バブル経済崩壊に伴う長期不況
今日，大学卒業以上の学歴と数年の実務経験がなのただなかにあり，新規学卒者の就職活動の厳しさ
ければ，日本人がシンガポールで就労ピザを取得すが「就職氷河期」という言葉で形容された時期であ
ることは難しいとされる'9)．これを反映して，対る．表１のシンガポール勤務年からわかる通り，対
象者のうち19人は大学卒であり，３人を除いてシ 象者の多くが来星したのは2000年以降である．
ンガポールに来る以前に日本で働いていた経験があ2000年代前半は若者の雇用情勢が最も厳しかつた
る．ただし，仕事の内容は，来星前後で必ずしも－時期といえ，新規大卒女性の無業率は20％を超え
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ていた20)．対象者のうち少なくとも９人が，シン
ガポールに来る直前の時点で日本において正社員の
職についていなかったことは，彼女たちが海外就職
を決意するのに際して，若者の雇用情勢の厳しさと
いう経済的側面が背景にあったことを物語る．
一般的に言って，日本国内では転職を繰り返す者
や，正社員の職についていない者が条件の良い正社
員の職を見つけることは困難である．しかし本稿の
対象者は，日系大手企業の現地法人の正社員，雑誌
のライター，日本語教師21〉など日本では採用枠の
少ない職についていた22)．人材紹介会社でのイン
タビューによれば，日本では就職が難しいような大
企業に比較的簡単に入社できることが，シンガポー
ルへの移住を勧める上でのセールスポイントとなっ
ている．
対象者を含め，女性たちがシンガポールへの就職
を選んだマクロな背景として，日本とシンガポール
の労働市場の状態があることは間違いない．しかし，
個々の日本人女性がシンガポールに移住することを
決意した理由は，必ずしも労働市場の状況によって
一概に説明できるものではない．ＩIでは，彼女たち
がシンガポールへの移住を決意した要因について詳
しく検討する．
シンガポールへ移住した日本人女性は「精神移民
spiritualmigrants」であると主張している．本稿
の対象者についても，賃金は日本で働いていた頃よ
りも減少している例が少なくない．海外で働くこと
を望む日本人の多くは，金銭的な利得以上に精神的
な充足を，海外就職の経験のうちに求めているので
ある．ここでは，対象者たちがシンガポールへ来る
ことを決意した理由について，主として精神的側面
から読み取ってゆく．
Ｌ海外就職の意思決定要因
１）内発的要因
シンガポールに来たのはなぜかという問いに対し
て，対象者の大半は，以前から海外への漠然とした
あこがれを持っていたと答えた．それは，特定の
国・地域の文化や景観に魅力を感じるというよりは，
外国語，特に英語を使ってコミュニケーションする
ことに対する願望と結びつく傾向が強い23)．シン
ガポールは広い意味での英語圏であるので，その願
望を満たしてくれる渡航先である．実際，対象者の
多くは，シンガポールが英語圏であることを，シン
ガポールに来た理由として挙げている．また，シン
ガポールは中国語圏でもあるので，ＩＤｌ５や２２，２４
のように，英語よりもむしろ中国語が使えることを
重視している者もいる24)．
対象者のうち２３人は，主に留学を契機に，シン
ガポールに来る以前に海外での生活を経験している
(表2).また，来星以前に別の国で働いた経験を持
つ者もいる．彼女たちは，こうした海外での生活経
験によって，自分の中にあった海外への漢としたあ
こがれを一層強くしていた．海外で働き始めること
に先立つ海外での生活経験は，夏期語学研修など短
期間にとどまる例も少なくない．しかし，期間の長
短は海外への思いを増幅する働きと関係しないよう
である．
こうした海外への漢としたあこがれや外国語での
Ⅲ日本人女性の海外就職とシンガポール
国際人ロ移動の発生については，歴史的に低・未
熟練労働者の移動を対象にした研究が多かったこと
もあり，従来は経済的要因による説明が主であった．
賃金水準の低い地域から高い地域に向かって人口が
移動するという古典的説明はもちろんのこと，人的
資本論にのっとって個人の職業キャリア形成と国際
人ロ移動を関連づける研究（たとえば，Saltl988）
も，経済的要因に着目した研究といえる．しかし今
日の国際移動の要因には，経済的要因に還元して説
明することができない部分が増大している．
Thangetal．（2002）は佐藤（1993）の言葉を借り，
－１０１－



















